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研究成果の概要（和文）： 

本研究の目的は、地域エンパワメントを目指す協働のプロセスにおいて、合意形成の手法で

あるコンセンサス・ビルディング（以下，CB）の適用可能性と、スピーカーズ・ビューロー（以

下、SB）の有効性について検証することである。本研究では、研究者が CB の調整者となり、

地域エンパワメントを目指し活動する地域住民、専門家、発達障害当事者を SB として招集し、

彼らとの協働の活動を通して研究と実践の成果を積みあげていくアクション・リサーチを実施

した。この協働の活動プロセスの全記録と SB へのインタビュー内容を質的に分析した。最終

年度には、CB のプロセスで合意事項となった発達障害当事者が SB となるワークショップを

実現でき目標とする地域エンパワメントへの一定の成果を得ることができた。このことによっ

て、地域保健活動において、CB の手法を用い合意形成を得ること、招集した SB の有効性が

示唆された。 

 
研究成果の概要（英文）： 

 The purpose was to verify the application possibility of consensus building and the 

effectiveness of speakers bureau in a process of the collaboration for community 

empowerment. The researcher performed action research which accumulates the result of 

research and practice. The researcher was convenor of consensus building（CB）and  

convened the specialist, residents, and persons with developmental disabilities as speakers 

bureau (SB).Data of all the process of collaboration and the interviews to SB were analyzed 

using qualitative ,inductive methods. In the last fiscal year，the workshop (agreement by 

CB) from which the party concerned persons with developmental disabilities were set to SB 

was held and the result was able to be obtained about community empowerment which is a 

target. The validity of consensus building by using the method of CB and convened 
people being set to SB was suggested in community health activities. 
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１． 研究開始当初の背景 

 地域の生活や健康問題を解決するための
地域保健活動には、多様なニーズと主体が存
在する中で、課題やニーズを持つ当事者の参
加の下に、対等な関係性で互いの利害を調整
しあい社会的合意に基づく協働型の活動が
求められるようになった。しかし、地域保健
活動におけるこのような協働型の活動につ
いて、その具体的な方法論は確立されるまで
に至っていない。 

CB は、都市工学分野や公共政策分野にお
いて、社会的合意形成により紛争回避を可能
とする調整方法として注目されている。CB

の特徴は、直接対話により参加者全員の合意
を追求するプロセスであり、利害関係がない
第三者が運営していく合意形成の手法であ
る。基本的には、①招集、②責任の明確化、
③審議、④決定、⑤合意事項の実現という 5

段階のプロセスを経る。 

一方、地域保健分野における地域ケアシス
テムの構築には、当事者となる地域住民や障
害者等が SB となり、協働の活動へ向けての
合意形成を促進する役割が注目されてきて
いる。SB の特徴は、同じニーズや課題を持
つ者同士と支援者がつながり、相互にエンパ
ワメントされるプロセスであり、関係者が協
働して行う問題解決に向けてのセルフアド
ボカシー活動ともいえる。 

地域における多様な健康課題を解決し、地
域エンパワメントを実現するためには、課題
解決の当事者となる地域住民や障害者およ
び専門家による協働型の活動方法論を具現
化していくことが急務であり、CB や SB が
この協働型の活動方法論の一つとして有効
か否か、その適用可能性、有効性について検
証していくことが必要であると考えられる。 

 

２． 研究の目的 

そこで、本研究では、社会的問題の実践的
解決のために用いられる研究手法であるア
クション・リサーチ action research を用い
て、研究者が CB の調整者となり、地域で障
害を持つ当事者や地域住民および専門家を
SB として位置づけることとし、彼らが持つ
課題を解決するための協働活動を実践し、地
域エンパワメントをめざす協働のプロセス
における CB の適用可能性と、SB の有効性
について検証することを目的とした。 

 

３． 研究の方法 

 本研究では、CB による合意形成の手法を
用いて、地域エンパワメントをめざした協働
の活動をアクション・リサーチとして実施し
た。協働活動の構成メンバーは、課題をもつ
発達障害当事者、地域住民および専門家、研
究者らとした。 

 研究者は、CB のプロセスに沿い CB の調
整者の役割を担うこととした。その上で、SB

として、発達障害当事者、地域住民および専
門家を位置づけ、課題解決のための協働活動
の実践者としての参加を求め、協議を繰り返
しながら合意形成を図り、発達障害者が SB

となるワークショップの開催を合意事項を
協働して実践していくというプロセスをと
った。 

 これらのプロセスにおける構成メンバー
の語りや活動等を IC レコーダーおよびフィ
ールドノート等に随時記録した。また、構成
メンバーは、協働の活動の実践者であると同
時に、アクション・リサーチのメンバーとも
なることから、プロセスの評価も協働で随時
実施しながら実践活動を展開し記録した。以
上のすべての記録を質的に分析・検討した。 

（１）平成 21 年度 

 初年度には、研究者が CB の調整者となり、
SB や CB についての文献研究や学習会の開
催しながら、課題をもつ発達障害当事者、地
域住民および専門家を招集してアクショ
ン・リサーチへの合意形成を図っていった。 

また、より公共性の高い活動へと転換し公
共的活動の拡大を課題とする専門家にイン
タビューを実施し IC レコーダーに記録し逐
語録を作成した内容を質的に分析した。 

（２）平成 22 年度 

 2 年目は、地域で主体的な健康づくり活動
を実践する地域住民を SB として位置づけ、
健康づくりにおける課題解決をめざした彼
らの活動へ参画した。活動経過をフィールド
ノートに記録し、協働活動と合意形成の実態
を分析するとともに、協働実践者であり SB

である住民にインタビューを実施し、その内
容を IC レコーダーに記録して逐語録を作成
し質的に分析した。 

また、大学や専門学校を卒業後、就労の場
を得ることや継続が困難な発達障害者とも
話し合いを重ね、発達障害当事者を SB とし
て位置づけ、彼らが抱えている課題やそれを
社会へ向けて発信していく方法等について
も定期的に話し合いを重ねた。 

さらに、地域や企業で協働の活動を実践す
る保健師や看護師を SB として位置づけ、イ
ンタビューを実施した。内容は IC レコーダ
ーに記録し、逐語録を作成した。 

（３）平成 23 年度 

 最終年度は、自らのニーズを市民へ向けて
表明したいと考えている発達障害当事者を
SB として位置づけともに課題解決に必要な
関係者を招集してプロジェクトを形成し、CB

のプロセスでの合意形成の実現としてワー
クショップの開催、ドキュメンタリーDVD

の作成を実施した。これらの活動経過をフィ
ールドノートに記録し、協働活動と合意形成



の実態を分析するとともに、アクション・リ
サーチの協働者であり、SB である発達障害
当事者にインタビューを実施し、その内容を
IC レコーダーに記録して逐語録を作成し質
的に分析した。 

さらに、前年度に実施した地域や企業で協
働の活動を実践する保健師や看護師へのイ
ンタビュー内容を質的に分析した。 

 

４．研究成果 

（１）平成 21 年度 

初年度には、地域エンパワメントを目指し
活動している専門家、地域住民、発達障害当
事者を招集し、SB や CB の文献研究や学習
会を実施した。このプロセスの中でアクショ
ン・リサーチを実施し研究と実践を協働で実
施することの合意形成が得られた。その上で、
招集した専門家を SB として位置づけ、イン
タビューを実施し、その内容を質的分析した。
その結果、公共的活動への転換過程や活動の
場（公共空間）の意義、地域の課題を解決し
ていくための協働の推進要件を明らかにす
ることができた。 

（２）平成 22 年度 

次年度には、地域住民に焦点を当て、招集
した彼らを SB として位置づけ、彼らが地域
で展開する健康づくり活動への参画と参加
観察およびインタビューを実施し質的分析
を行った。その結果、地域住民の健康づくり
活動の推進要件や、主体的な健康行動を生起
する要件を整理することできた。 

また、大学や専門学校を卒業後、就労の場
が得られない発達障害者とも話し合いを重
ね、発達障害当事者を SB として位置づけ、
彼らが抱えている課題やそれを社会へ向け
て発信していく方法等についても定期的に
話し合いを重ねた。この内容の一部は、仙台
市で開催された日本ＬＤ学会公開シンポジ
ウムにおいて「発達障害のある人の自立を目
指すライフステージを通した支援」と題して
報告した。 

さらに、地域や企業で協働の活動を実践す
る保健師や看護師を SB として位置づけ、イ
ンタビューを実施した。 

（３）平成 23 年度 

地域や企業で協働の活動を実践する保健
師や看護師を SB として、平成 22 年度に実
施したインタビューを質的に分析した結果
からは、地域や企業で活動する保健師のエン
パワメントには、所属する組織を越えて共通
の課題を持つ者同士が学びあう実践コミュ
ニティの必要性が明らかとなった。また、所
属する組織内での社会化および専門職業人
としての社会化のプロセスにおいて、社会的
責任を認識していくことの重要性が示唆さ
れた。 

また、発達障害当事者や支援者との話し合

いを継続する過程で、彼らが SB となり、自
分たちの持つ課題や思いを発信できる場を
ワークショップとして作りあげていくこと、
ワークショップ開催までのプロセスはすべ
てビデオに収録し、啓発活動を行うための資
料となる DVD を作成すること等について合
意形成されその実現のための準備を進めた。 

ワークショップ当日、発達障害当事者は
SB として自分たちのニーズを自らの言葉で
語り、ワークショップ参加者とともに、個人
と社会とが果たすべき役割や課題について
共有することができた。このワークショップ
の開催のプロセスで、参加者は、SB となっ
た発達障害者の抱えるニーズや課題に共感
を持ってコミットし、当事者をエンパワーし
た。さらに、この当事者のエンパワーは参加
者をエンパワーすることにつながった。 

この経過をドキュメンタリーDVD として
まとめるとともに、SB となり、ワークショ
ップで自分たちのニーズを社会に向けて発
信した発達障害者の語りを発言集としてま
とめた。 

（４）まとめ 

本研究は、CB の手法を用いて、地域住民
や発達障害当事者および専門家が SB となり、
地域エンパワメントを目指す協働の活動を
実践していくアクション・リサーチである。
この協働しての研究を通して、都市工学分野
や公共政策分野で適用されている CB が、地
域保健分野における協働活動においても適
用可能か、またその過程で SB が有効である
かを質的に検討してきた。 

 3 年間の取り組みの成果としては、課題解
決のための協働の意義を再確認するととも
に、CB による合意形成によって、あるべき
姿（地域エンパワメントとしての状態像）や、
その実現に向かってそれぞれが果たす役割
の共有が、地域の課題を解決していくための
協働活動を実施して行くという合意事項の
実現を導くことを確認することができたと
考える。 

 また、最終年度には、発達障害当事者が SB

になるワークショップ開催への CB による合
意事項ができこれを実現できた。このことに
よって、地域エンパワメントを目指す協働活
動の成果を高める上で、課題解決の当事者と
なる人々が SB となり、自らの言葉で自身の
考えや思いを語り、対話を繰り返すことの有
効性を確認することができたと考える。 

本研究の協働の活動における SB の果たし
た役割や意義については、アクション・リサ
ーチにおける合意事項となり成果物として
作成された DVD や発言集に基づき、今後も
引き続き分析を継続していく予定である。 
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